
 
 
 

人手不足や働き方の多様化、市場の不確実性の高まりなどの環境の変化に、中小企業の経営者はどのように向き合

うべきなのか？経済産業省では、一人ひとりの多様性を活かし、その能力を最大限発揮できる機会の提供、すなわ

ちダイバーシティ経営の実践が鍵であると考えているということです。 

そこで、同省は、中小企業の皆様のダイバーシティ経営の取り組みをサポートするリーフレットを作成し、公表し

ました。対象となる読者層は、ダイバーシティ経営の取り組みをどのように自社に定着させたら良いかわからない

等の課題を抱える中小企業の経営者・従業員を想定しているということです。 

本記事ではリーフレットの内容を一部抜粋しご紹介します。 

 

■ダイバーシティ経営は一歩先の未来をつくる 

人手不足や働き方の多様化、市場の不確実性の高まりなど、激しい環境の変化に、中小企業の経営者はどのように

向き合うべきなのでしょうか。私たち経済産業省は、多様な人材の活躍が鍵を握ると考えています。人材の多様性

が増すと、生産性の向上や人手不足の解消など、企業の価値創造につながります。 

 

性別、年齢、人種や国籍、障害の有無、価値観だけでなく、キャリアや経験、働き方なども含めた一人ひとりの多様

性を活かし、その能力や特性を最大限引き出すことで、持続的に付加価値を生み出し続ける－。経済産業省では、そ

のような経営のあり方を「ダイバーシティ経営」と定義し、企業における取り組みを推進しています。 

 

「ダイバーシティ経営」は、全くのゼロから始める必要はありません。これまで取り組んできた「経営理念の浸透」

や「人事制度の設計」「現場の風土づくり」を一人ひとりが活躍できる形へアップデートすることで「ダイバーシテ

ィ経営」は実現します。同時に、経営者、人事、現場の管理職の三者が互いに連携し合い、取り組みを定着させるこ

とも欠かせません。 

 

そうはいっても「実際にどのように取り組みを定着させたら良いかわからない」というのが本音だと思います。本

誌では、始めの一歩に寄り添うコンテンツやツールを用意しました。「ダイバーシティ経営」の実践方法は、各社の

目指す方向性によって異なります。まずは、「自分たちができそうだ」と思うところから、一歩目を踏み出してみて

ください。 

 

■ダイバーシティ経営を実現する６つの行動指針 

ダイバーシティ経営を通して目指す姿は個社ごとに異なり、決まったゴールもない。大切なのは今の組織のあり方

を常に問いかけ、その都度ベストな状態となるよう、アップデートし続けることだ。私たちは、各社が自社なりのダ

イバーシティ経営を実現するため、VISION（ダイバーシティ経営の目的）を中心に、個人と組織、双方の側面から

ダイバーシティ経営を実現するための 6 つの行動指針を定義した。これらを参考に、自社にとってのダイバーシテ

ィ経営とは何かを考えるきっかけとして欲しい。 

 

【多様な個の特性を活かすリーダーシップ】 

人の特性や働き方を理解して、配置や役割を考えるリーダーシップ。本来の力を発揮して仕事ができる関係性をつ

くる。社員が目指す多様な働き方に向き合い、機会を提供する。 

 

【多様な個が柔軟に活躍する仕組み】 

多様な人材が柔軟な働き方と昇進する機会を両立できる仕組みや制度。採用や昇進における判断基準が属性やバイ

アスに基づかないものである。健康に働ける環境がある。 

 

【多様性を受容する文化】 

多様な価値観が受け入れられる組織文化。昇進したくなる組織風土が醸成されている。多様な人材が重要な役職に

登用されている。属性によらず、仕事の責任・裁量を決めている。 

【労務】「中小企業のためのダイバーシティ経営」のリーフレットが公表されています 

 



【多様な人が仕事と生活を両立する協力】 

自分だけで仕事を抱え込まずに、お互いに協力しあえる環境。世代を超えて理解、協力し合う。生活においても家事

や育児などの役割を一人で抱え込まず、性別によらず協力しあう。 

 

【多様な個それぞれの意思の追求】 

属性や状況によらず、多様な人材が得意を活かしてなりたい姿を描けること。主体的にキャリアを考えている。自

分だけで悩まずに、周囲と意見交換したり、協力をお願いする。 

 

【偏見のないコミュニケーション】 

多様な人材が属性や世代、価値観の違いを互いに理解して関わりあえること。学歴や職歴に基づいて判断すること

なく、ともに仕事を進める。どんな国籍や文化を持つ人とも等しく接する。 

 

■ダイバーシティ・コンパス 

6 つの行動指針は、経済産業省がダイバーシティ経営を推進するに当たって、目指すべき姿や指針をダイバーシテ

ィ・コンパスという形で試行的に整理したツールから抜粋したもの。各行動指針には、それらに紐づく問いが載っ

ており、自社らしいダイバーシティ経営のあり方を、社員一人ひとりが模索できるようになっている。今後、企業に

おける使い方を整理し、公表する予定。 

 

＜ダイバーシティ・コンパスウェブサイト＞ 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/compass/index.html 

 

■ダイバーシティ経営が企業成長にもたらす 4つの効果 

1 つ目は「プロダクト・イノベーション」。性別、年齢、出身国、キャリアパス、他業界で働いた経験、学歴の 6

要素で経営層の多様性を測定。スコアが平均以上の企業は、売上高に占めるイノベーションの割合が 19％高い

（※1）。 

 

2 つ目は「プロセス・イノベーション」。企業の多様な人材の増加は、柔軟な働き方の実施等、そういった人材の

活躍に向けた取り組みとセットで行うことで、生産性の向上が期待できる（※2）。 

 

3 つ目は「外部評価の向上」。ダイバーシティ経営の恩恵として、日本企業を含め、多くのグローバル企業が「人

材の獲得」や「業績の向上」と回答。特にミレニアル世代は、就職先を選ぶ際、企業の「多様性や受容性の方針」

を重要視し、女性はこの傾向が顕著である（※3）。 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/compass/index.html


4 つ目は「職場内効果」。ダイバーシティ経営を重視している企業は、「働き方の効率化・生産性向上」「エンゲー

ジメント向上」に効果を感じている人の割合が高い（※4）。 

 

ダイバーシティ経営に取り組むことは、財務・非財務、双方に良い影響を及ぼす。まずは、今の経営の延長線上で

できることは何かを探してみる。それが、成果につながる一歩目となる。 

 

参考：ダイバーシティ経営診断シートの手引き注釈：※1：（出所）BCG「How Diverse Leadership Team Boost 

Innovation」（2018）※2：（出所）「経済財政白書（令和元年版）」付注 2－9※3：(出所)PwC 第 18 回世界 CEO

意識調査 2015 年境界なき市場競争への挑戦（2016 年）※4：（出所）「日本の人事部人事白書 2022」 

 

 

参照ホームページ ［ 経済産業省   ］ 

https://ww5.contents-web.com/jlibrary/news/202407/ippan01.aspx 

https://ww5.contents-web.com/jlibrary/news/202407/ippan01.aspx

